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公益財団法人
兵庫県まちづくり技術センター

　兵庫県まちづくり技術センターは、「元気で安全・安心な兵庫」の実現を支援す
るため、高度な技術力を有する公益財団法人として「設計・積算・工事監理」「下
水道施設の維持管理・建設支援」「土地区画整理・景観づくり支援」「埋蔵文化財調
査」の四つの分野の事業展開と、これらを支える「技術の拠点・技術者育成」を加
えた五つを柱とし、「効率的な社会基盤の整備・管理」と「開発と文化財保存の調
和」に取り組んでいます。

　兵庫県では、今後の社会基盤整備について、「備える」「支える」「つなぐ」の３
つの視点のもと、「津波防災インフラ整備５箇年計画 (H26 ～ H30)」や「ひょうご
インフラ・メンテナンス 10 箇年計画（H26 ～Ｈ35）」等の分野別計画を体系的に
位置づけた「ひょうごの社会基盤整備基本計画」を策定するとともに、それらを踏
まえて見直された「社会基盤整備プログラム（H26 ～Ｈ35）」に基づき計画的・効
率的に整備を進めることとされています。

　このような中、当センターでは、防災対策・災害復旧、良質な社会基盤の整備や
修繕・更新への支援に積極的に取り組むとともに、本年 1月にセンター内に「ワン
ストップ相談窓口」を設け、市町の橋梁・トンネル・下水道施設等の点検・評価か
ら修繕・更新まで一貫した老朽化対策への支援体制を強化しています。

　今後ますます多様化する行政需要に的確かつ果敢に対応するため、今まで培って
きた知識・技術力に更なる磨きをかけながら、役員、職員が一丸となって、一層信
頼されるセンターを目指し総合的行政支援機関としての役割を果たしてまいります
ので、引き続き、皆様のご指導を賜りますとともに、積極的なご活用をいただきま
すようお願い申し上げます。

平成26年4月

設 立 目 的

　兵庫県及び県内の市町の建設技術の向上と公共事業の効率的な
推進を図るとともに、土地区画整理事業、まちづくり活動等の支
援、流域下水道事業及び流域下水汚泥処理事業に係る維持管理等
を行うことにより、より質の高い社会基盤づくり及びまちづくり
並びに生活環境の改善及び公共用水域の水質の保全に寄与するこ
とを目的とする。

事業体系

高度な技術力を有する公益財団法人として兵庫の社会基盤整備を総合的に支援します
～　効率的な社会基盤の整備・管理、開発と文化財保存の調和を実現　～

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

設計・積算・工事監理

下水道施設の維持管理・建設支援

土地区画整理・景観づくり支援

埋蔵文化財調査

技術の拠点・技術者育成

大規模、特殊工事等の設計・積算・工事監理

長寿命化修繕計画策定と老朽化対策工事（改築、更新）

防災減災対策、災害復旧工事

流域下水道施設等の維持管理

公共下水道の建設・改築支援、下水道知識の普及啓発

排水設備技術者資格試験

都市計画及び土地区画整理事業の調査、計画

震災被災地への専門家派遣、活動助成

修景助成、修景支援、景観形成等活動助成

開発に伴う発掘調査

出土品整理

埋蔵文化財の公開と活用

技術情報の管理、提供
（積算共同利用システム・社会基盤施設総合管理システムの運営等）

防災エキスパート活動支援・災害緊急現場支援技術者講習

技術公務員の階層別、専門分野別研修

元気で安全・安心な
　　兵庫のまちづくり

ご あ い さ つ

理 事 長　 濵 田　士 郎

■ 基 本 財 産　５億5700万円

■ 設立年月日　平成８年４月１日

■ 出　捐　者　兵庫県及び県内29市12町（県内全市町）

土地区画整理
・景観づくり支援

設計・積算
・工事監理

埋蔵文化財調査

下水道施設の
維持管理・建設支援

技術の拠点
・技術者育成
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組織図

職員の技術資格一覧 （平成26年４月１日現在）

資格種別 人　数 資格種別 人　数

組織の沿革

上級土木技術者（土木学会）
技術士（総合技術監理部門）
技術士（建設部門）
技術士（上下水道部門）
技術士補
１級土木施工管理技士
２級土木施工管理技士
土地区画整理士
公共工事品質確保技術者Ⅰ
１級建築士
２級建築士
コンクリート診断士
コンクリート主任技士
コンクリート技士
１級造園施工管理技士
２級造園施工管理技士
測量士
測量士補
学芸員

下水道技術検定（１種）
下水道技術検定（２種）
下水道技術検定（３種）
下水道管理技術認定
１級管工事施工管理技士
ＣＡＤ利用技術者２級
ＶＥリーダー
安全衛生推進者
防火管理者
危険物取扱者乙種４類
酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者
電気主任技術者（２種）
電気主任技術者（３種）
エネルギー管理員
エネルギー管理士
特別管理産業廃棄物管理責任者
特定毒物研究者
特定高圧ガス取扱主任者
放射線取扱主任者（ＥＣＤ）

1
6
8
2
21
44
8
22
4
6
1
2
1
10
4
3
18
22
17

1
6
20
1
2
2
1
12
28
36
33
3
16
22
5
29
5
13
7

役職員数 技術顧問

総 務 課
財 務 第 １ 課
財 務 第 ２ 課

技 術 第 １ 課
技 術 第 ２ 課
資産管理・市町業務課
施 設 課

企 画 調 整 課
調 査 第 １ 課
調 査 第 ２ 課
整 理 保 存 課

企 画・研 修 課
情 報 管 理 課

総 務 部

下 水 道 企 画 課
下 水 道 管 理 課

建 設 技 術 第 １ 課
建設技術第２課（佐用）

ま ち づ く り 計 画 課
区 画 整 理 課

企 画 部

技 術 参 事

理 事 長

副 理 事 長

常 務 理 事評 議 員

理 事

監 事
下 水 道 事 業 部

都 市 整 備 部

播 磨 事 務 所

但 馬 事 務 所

丹 波 事 務 所

淡 路 事 務 所

武庫川流域下水道
管 理 事 務 所

武 庫 川 下 流
浄 化 セ ン タ ー

武 庫 川 上 流
浄 化 セ ン タ ー

兵 庫 東
スラッジセンター

阪 神 事 務 所

建 設 技 術 部

埋蔵文化財調査部

業 務 課
管 理 課
保 全 課

施 設 第 １ 課

業 務 課
管 理 課
保 全 課

施 設 第 １ 課

施 設 第 ２ 課

施 設 課

施 設 第 ２ 課

加古川流域下水道
管 理 事 務 所

加 古 川 下 流
浄 化 セ ン タ ー

加 古 川 上 流
浄 化 セ ン タ ー

揖保川流域下水道
管 理 事 務 所

揖 保 川
浄 化 セ ン タ ー

兵 庫 西
スラッジセンター 埋蔵文化財調査部

㈶兵庫県都市整備協会

㈶兵庫県都市整備協会に改称

㈶兵庫県建設技術センター設立

㈶兵庫県まちづくり技術センター誕生

柏原町（現丹波市）に丹波事業所を設置

公益財団法人に移行

阪神事業所・播磨事業所・但馬丹波事業所・
淡路事業所を設置

㈶兵庫県土地区画整理協会設立

県教育委員会に文化課を新設

姫路市に播磨事務所を開設

昭和
47年

平成
元年

平成
2年

昭和
60年

平成
8年

平成
12年

平成
15年

平成
21年

平成
23年

平成
24年

㈶兵庫県下水道公社

㈶兵庫県建設技術センター

公益財団法人
兵庫県まちづくり
技術センター

昭和
41年

県立考古博物館に統合
埋蔵文化財調査事務所

昭和
59年

平成
19年

埋蔵文化財調査部をセンターに移管

平成
24年

神戸市副市長 鳥居　　聡
尼崎市副市長 岩田　　強
加古川市副市長 中田　喜高
赤穂市副市長 明石　元秀
豊岡市副市長 齋藤　哲也
丹波市副市長 鬼頭　哲也
洲本市副市長 濱田　育孝
兵庫県県土整備部県土企画局長 山田　聖一
兵庫県県土整備部土木局長 糟谷　昌俊
一般社団法人兵庫県建設業協会専務理事 石田　恭一
兵庫県下水道協会事務局長 藤野　　明
流通科学大学総合政策学部総合政策学科教授 森津　秀夫
法政大学デザイン工学部都市環境デザイン工学科教授 道奥　康治

理 事 長 濵田　士郎
副理事長 藤井　　隆
常務理事 森口　昌仁
〃 大瓦　　巌
〃 松谷　清生

理 事（姫路市副市長） 寺前　　實
〃 （たつの市副市長） 小西　千之
〃 （多可町副町長） 笹倉　康司
〃 （神戸大学大学院工学研究科教授） 森川　英典
〃 （流通科学大学総合政策学部総合政策学科教授） 酒井　　彰

監 事（播磨町副町長） 山下　清和
〃 兼﨑　健一

区分 固有
職員

兵庫県
職員

市
職員

土地
開発
公社

技術
専門員
等

事務
嘱託
等

計
（人）

役員

総務部

企画部

建設技術部

下水道事業部

都市整備部

埋蔵文化財調査部

事務所

管理事務所

3

3

5

17

7

11

0

6

24

76

3

12

5

7

3

0

20

11

7

68

0

0

0

0

1

0

0

1

9

11

0

0

0

0

0

0

0

3

0

3

0

0

3

10

2

1

1

26

6

49

0

5

2

4

2

3

33

7

9

65

6

20

15

38

15

15

54

54

55

272計（人）

氏名 職名 専門分野

足立　紀尚 代表理事
（一財）地域地盤環境研究所

（京都大学名誉教授） トンネル工学、岩盤工学

加賀有津子 大阪大学大学院教授 地域・都市再生デザイン

小林　潔司 京都大学大学院教授 計画マネジメント

酒井　　彰 流通科学大学教授 下水道工学、環境工学

福島　　徹 兵庫県立大学教授 都市工学、地域システム分析

福田　知弘 大阪大学大学院准教授 環境デザイン、情報通信技術

村橋　正武 立命館大学総合科学技術
研究機構上席研究員 都市計画、地域計画

森川　英典 神戸大学大学院教授 アセットマネジメント、
コンクリート工学

（50音順）

評議員名簿 役員名簿（平成26年４月１日現在） （平成26年４月１日現在）
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組織図

職員の技術資格一覧 （平成26年４月１日現在）

資格種別 人　数 資格種別 人　数

組織の沿革

上級土木技術者（土木学会）
技術士（総合技術監理部門）
技術士（建設部門）
技術士（上下水道部門）
技術士補
１級土木施工管理技士
２級土木施工管理技士
土地区画整理士
公共工事品質確保技術者Ⅰ
１級建築士
２級建築士
コンクリート診断士
コンクリート主任技士
コンクリート技士
１級造園施工管理技士
２級造園施工管理技士
測量士
測量士補
学芸員

下水道技術検定（１種）
下水道技術検定（２種）
下水道技術検定（３種）
下水道管理技術認定
１級管工事施工管理技士
ＣＡＤ利用技術者２級
ＶＥリーダー
安全衛生推進者
防火管理者
危険物取扱者乙種４類
酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者
電気主任技術者（２種）
電気主任技術者（３種）
エネルギー管理員
エネルギー管理士
特別管理産業廃棄物管理責任者
特定毒物研究者
特定高圧ガス取扱主任者
放射線取扱主任者（ＥＣＤ）

1
6
8
2
21
44
8
22
4
6
1
2
1
10
4
3
18
22
17

1
6
20
1
2
2
1
12
28
36
33
3
16
22
5
29
5
13
7

役職員数 技術顧問

総 務 課
財 務 第 １ 課
財 務 第 ２ 課

技 術 第 １ 課
技 術 第 ２ 課
資産管理・市町業務課
施 設 課

企 画 調 整 課
調 査 第 １ 課
調 査 第 ２ 課
整 理 保 存 課

企 画・研 修 課
情 報 管 理 課

総 務 部

下 水 道 企 画 課
下 水 道 管 理 課

建 設 技 術 第 １ 課
建設技術第２課（佐用）

ま ち づ く り 計 画 課
区 画 整 理 課

企 画 部

技 術 参 事

理 事 長

副 理 事 長

常 務 理 事評 議 員

理 事

監 事
下 水 道 事 業 部

都 市 整 備 部

播 磨 事 務 所

但 馬 事 務 所

丹 波 事 務 所

淡 路 事 務 所

武庫川流域下水道
管 理 事 務 所

武 庫 川 下 流
浄 化 セ ン タ ー

武 庫 川 上 流
浄 化 セ ン タ ー

兵 庫 東
スラッジセンター

阪 神 事 務 所

建 設 技 術 部

埋蔵文化財調査部

業 務 課
管 理 課
保 全 課

施 設 第 １ 課

業 務 課
管 理 課
保 全 課

施 設 第 １ 課

施 設 第 ２ 課

施 設 課

施 設 第 ２ 課

加古川流域下水道
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加 古 川 下 流
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加 古 川 上 流
浄 化 セ ン タ ー
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柏原町（現丹波市）に丹波事業所を設置
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淡路事業所を設置

㈶兵庫県土地区画整理協会設立

県教育委員会に文化課を新設

姫路市に播磨事務所を開設

昭和
47年

平成
元年

平成
2年

昭和
60年

平成
8年

平成
12年

平成
15年

平成
21年

平成
23年

平成
24年

㈶兵庫県下水道公社

㈶兵庫県建設技術センター

公益財団法人
兵庫県まちづくり
技術センター

昭和
41年

県立考古博物館に統合
埋蔵文化財調査事務所

昭和
59年

平成
19年

埋蔵文化財調査部をセンターに移管

平成
24年

神戸市副市長 鳥居　　聡
尼崎市副市長 岩田　　強
加古川市副市長 中田　喜高
赤穂市副市長 明石　元秀
豊岡市副市長 齋藤　哲也
丹波市副市長 鬼頭　哲也
洲本市副市長 濱田　育孝
兵庫県県土整備部県土企画局長 山田　聖一
兵庫県県土整備部土木局長 糟谷　昌俊
一般社団法人兵庫県建設業協会専務理事 石田　恭一
兵庫県下水道協会事務局長 藤野　　明
流通科学大学総合政策学部総合政策学科教授 森津　秀夫
法政大学デザイン工学部都市環境デザイン工学科教授 道奥　康治

理 事 長 濵田　士郎
副理事長 藤井　　隆
常務理事 森口　昌仁
〃 大瓦　　巌
〃 松谷　清生

理 事（姫路市副市長） 寺前　　實
〃 （たつの市副市長） 小西　千之
〃 （多可町副町長） 笹倉　康司
〃 （神戸大学大学院工学研究科教授） 森川　英典
〃 （流通科学大学総合政策学部総合政策学科教授） 酒井　　彰

監 事（播磨町副町長） 山下　清和
〃 兼﨑　健一

区分 固有
職員

兵庫県
職員

市
職員

土地
開発
公社

技術
専門員
等

事務
嘱託
等

計
（人）

役員

総務部

企画部

建設技術部

下水道事業部

都市整備部

埋蔵文化財調査部

事務所

管理事務所

3

3

5

17

7

11

0

6

24

76

3

12

5

7

3

0

20

11

7

68

0

0

0

0

1

0

0

1

9

11

0

0

0

0

0

0

0

3

0

3

0

0

3

10

2

1

1

26

6

49

0

5

2

4

2

3

33

7

9

65

6

20

15

38

15

15

54

54

55

272計（人）

氏名 職名 専門分野

足立　紀尚 代表理事
（一財）地域地盤環境研究所

（京都大学名誉教授） トンネル工学、岩盤工学

加賀有津子 大阪大学大学院教授 地域・都市再生デザイン

小林　潔司 京都大学大学院教授 計画マネジメント

酒井　　彰 流通科学大学教授 下水道工学、環境工学

福島　　徹 兵庫県立大学教授 都市工学、地域システム分析

福田　知弘 大阪大学大学院准教授 環境デザイン、情報通信技術

村橋　正武 立命館大学総合科学技術
研究機構上席研究員 都市計画、地域計画

森川　英典 神戸大学大学院教授 アセットマネジメント、
コンクリート工学

（50音順）

評議員名簿 役員名簿（平成26年４月１日現在） （平成26年４月１日現在）
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大規模、特殊工事等の設計・積算・工事監理1

河　川

⑴ 県事業への支援
　県が実施する公共土木工事、設備工事の設
計・積算・工事監理業務を受託することによ
り発注者支援を行います。

①設計支援業務
最新の技術情報と豊富な経験により、コンサ
ルタント等の指導を行います。

②積算業務
公平公正、守秘性を確保します。また、会計
検査時には技術的サポートを行います。

③工事監理業務
技術管理規程や監督要領等を遵守し、的確に
請負業者を監督します。工事検査についても対
応します。また、②積算業務と同様に会計検査
時には技術的サポートを行います。

④総合評価技術支援業務
評価項目に対する助言、技術提案審査に関す
る業務等を支援します。

⑵ 市町事業への支援
　県事業と同様に、市町の実施する公共土木工事の設計、積算、工事監理業務等を受託するほか、事
業の計画から完了、工事検査まで事業全般にわたり支援します。これらの業務により、構造物の品質
確保、コスト縮減を図るとともに、市町行政事務の効率化にも寄与します。

①設計・積算・工事監理支援業務
最新の技術情報と豊富な経験により、公共工
事の計画、設計の支援を行います。併せて、仕
様書、設計書等の契約に必要な書類についての
助言を行います。
公平公正の確保と関係法令を遵守し、兵庫県
土木工事標準積算基準書に準拠した積算を行い
ます。
技術管理規程や監督要領等を遵守し、発注者
の補助者として工事監理を行い、必要に応じ、
変更設計・積算・工事検査についても、支援し
ます。

設計・積算・工事監理設計・積算・工事監理

設計・積算・工事監理業務の流れ

事前協議・調整

地方
公共団体

まちづくり
技術センター

業務委託協議書
業務見積書

業務担当者等届
業務工程表

業務完了報告書
成果品

担当職員決定通知

検査

業務委託契約締結

業務実施

業務完了

工 事 名
委 託 者
受託内容

：志筑川水系志筑川　放水路整備工事
：洲本土木事務所
：積算・工事監理

砂　防
工 事 名
委 託 者
受託内容

：畑山川砂防堰堤工事
：西宮土木事務所
：積算・工事監理

ダ　ム
工 事 名
委 託 者
受託内容

：千種川水系鞍居川　金出地ダム堤体建設工事
：光都土木事務所
：積算・工事監理

設　備

トンネル

工 事 名
委 託 者
受託内容

：三原川水系入貫川　排水機場工事
：洲本土木事務所
：積算・工事監理

橋梁維持補修
工 事 名
委 託 者
受託内容

：播但連絡道路　市川大橋橋梁補修工事
：兵庫県道路公社
：積算・工事監理

工 事 名
委 託 者
受託内容

：市道龍野揖保川御津線　市場碇岩トンネル工事
：たつの市
：積算・工事監理

②建設工事支援検査業務
工事のより適切な施工の確保、工事施工状況
のより公平公正な評価を行うため、市町の検査
業務を支援する業務を行います。道路、河川等の
土木工事について、当センターの「支援検査員」
が検査員（市町）、監督員並びに請負業者等の立
会のもと、設計図書等に基づき、工事実施状況の
検査及び現場での出来形・品質の検査を行うと
ともに、工事成績の参考評定を行います。
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計・積算・工事監理業務を受託することによ
り発注者支援を行います。

①設計支援業務
最新の技術情報と豊富な経験により、コンサ
ルタント等の指導を行います。

②積算業務
公平公正、守秘性を確保します。また、会計
検査時には技術的サポートを行います。

③工事監理業務
技術管理規程や監督要領等を遵守し、的確に
請負業者を監督します。工事検査についても対
応します。また、②積算業務と同様に会計検査
時には技術的サポートを行います。

④総合評価技術支援業務
評価項目に対する助言、技術提案審査に関す
る業務等を支援します。

⑵ 市町事業への支援
　県事業と同様に、市町の実施する公共土木工事の設計、積算、工事監理業務等を受託するほか、事
業の計画から完了、工事検査まで事業全般にわたり支援します。これらの業務により、構造物の品質
確保、コスト縮減を図るとともに、市町行政事務の効率化にも寄与します。
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最新の技術情報と豊富な経験により、公共工
事の計画、設計の支援を行います。併せて、仕
様書、設計書等の契約に必要な書類についての
助言を行います。
公平公正の確保と関係法令を遵守し、兵庫県
土木工事標準積算基準書に準拠した積算を行い
ます。
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受託内容

：志筑川水系志筑川　放水路整備工事
：洲本土木事務所
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受託内容
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87

設
計
・
積
算
・
工
事
管
理

下
水
道
施
設
の

 
維
持
管
理
・
建
設
支
援

土
地
区
画
整
理
・

 
景
観
づ
く
り
支
援

埋
蔵
文
化
財
調
査

技
術
の
拠
点
・ 

技
術
者
育
成

CTC業務案内2014 CTC業務案内2014

①橋梁カルテ作成支援
橋梁長寿命化修繕計画策定の結
果、早期に詳細な調査、補修が必
要とされた橋梁について、必要と
なる調査項目と補修方法をとりま
とめたカルテを作成します。

　頻発する台風災害等に伴う災害復旧事業の設
計・積算・工事監理業務を受託し、防災対策、災
害復旧工事を積極的に支援します。
　また、東日本大震災に係る復旧・復興事業を一
層支援するため、公益社団法人宮城県建設セン
ターへの職員派遣による支援に加え、当センター
からの遠隔積算システムによる支援にも積極的に
取り組んでいます。

　県、市町から橋梁長寿命化修繕計画策定業務を受託し、道路橋長寿命化に向けた取り組みを支援します。
　また、長寿命化修繕計画を踏まえ、橋梁補修等施設の老朽化対策工事に係る設計・積算・工事監理業務
を受託し、発注者を支援します。

⑴ 橋梁長寿命化修繕計画の策定
　「橋梁マネジメントシステム」により、将来の健全度予測、事業費の平準化案の作成等を行います。

⑵ マネジメントサイクルの提案
　橋梁の維持管理は、継続的な橋梁点検、計画的な補修対策を行うとともに、適宜長寿命化修繕計画を見
直すことにより、ライフサイクルコスト縮減ができるマネジメントサイクルを構築することが重要です。  

⑷ ワンストップ相談窓口
　市町社会基盤施設の老朽化対策への支援体制
を強化するため、県及びセンターが有する技術
力・情報等を活用し、適切に回答・助言を行う
「ワンストップ相談窓口」をセンター内に設置
しています。

⑶ 一貫した業務の支援
　橋梁、トンネル等についてセン
ターが点検・評価～計画～修繕・更
新まで一貫して業務を支援します。

長寿命化修繕計画策定と老朽化対策工事（改築、更新）２

防災減災対策　災害復旧工事３

まちづくり技術センター

市町等

アドバイザー（有識者）、県

相　談回答・助言

依　頼助言・指導

【兵庫県内の市町管理施設数】
道路延長：24,723㎞、橋梁：約20,000橋、
トンネル：25箇所

・点検結果チェック
・健全度評価、将来予測
・管理水準によるシナリオ設定
・ライフサイクルコスト算定
・優先順位付け、事業費の平準化

橋梁点検データ

長寿命化修繕計画の策定

橋梁維持管理におけるPDCAサイクル
将来の大改修時代に備えて、対
症療法的な修繕から予防的な
修繕へと政策転換を図るための
計画。長寿命化及びライフサイ
クルコスト削減を図る。

計画に基づいて着実に修繕対
策を実施。安全で円滑な交通を
確保。

日常パトロールによる安全確認、
定期的な点検による状況把握、
異常時の安全確認。

点検や対策の実績を基にした分
析、新たな技術的知見等を取り入
れて施策の改善・見直しを図る。

Plan
長寿命化修繕計画

Act
改善・見直し

Do
修繕対策

Check
橋梁点検

点検データデータ分析

橋梁履歴データデータ活用

点検データデータ分析

市町橋梁マネジメントシステム

「市町橋梁マネジメントシステム」台帳機能橋梁カルテ成果品橋梁点検データ

遠隔積算システムによる支援

千種川災害復旧事業　積算・工事監理支援

■受託実績
◇建設事業 ◇長寿命化修繕計画策定橋梁実績

26
年
度
計
画

26
年
度
計
画

②設計・積算・工事監理支援
計画策定後、補修設計への助言
や、その後の積算・工事監理を支
援します。

③データセンターとしての支援
当センターでは、市町が管理し
ている橋梁の諸元情報、点検履
歴、補修履歴等の登録機能を有し
た「市町橋梁マネジメントシステ
ム」を構築し、市町へのデータ提
供を行っています。

相談窓口受付ダイヤルイン

078-367-1228
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①橋梁カルテ作成支援
橋梁長寿命化修繕計画策定の結
果、早期に詳細な調査、補修が必
要とされた橋梁について、必要と
なる調査項目と補修方法をとりま
とめたカルテを作成します。

　頻発する台風災害等に伴う災害復旧事業の設
計・積算・工事監理業務を受託し、防災対策、災
害復旧工事を積極的に支援します。
　また、東日本大震災に係る復旧・復興事業を一
層支援するため、公益社団法人宮城県建設セン
ターへの職員派遣による支援に加え、当センター
からの遠隔積算システムによる支援にも積極的に
取り組んでいます。

　県、市町から橋梁長寿命化修繕計画策定業務を受託し、道路橋長寿命化に向けた取り組みを支援します。
　また、長寿命化修繕計画を踏まえ、橋梁補修等施設の老朽化対策工事に係る設計・積算・工事監理業務
を受託し、発注者を支援します。

⑴ 橋梁長寿命化修繕計画の策定
　「橋梁マネジメントシステム」により、将来の健全度予測、事業費の平準化案の作成等を行います。

⑵ マネジメントサイクルの提案
　橋梁の維持管理は、継続的な橋梁点検、計画的な補修対策を行うとともに、適宜長寿命化修繕計画を見
直すことにより、ライフサイクルコスト縮減ができるマネジメントサイクルを構築することが重要です。  

⑷ ワンストップ相談窓口
　市町社会基盤施設の老朽化対策への支援体制
を強化するため、県及びセンターが有する技術
力・情報等を活用し、適切に回答・助言を行う
「ワンストップ相談窓口」をセンター内に設置
しています。

⑶ 一貫した業務の支援
　橋梁、トンネル等についてセン
ターが点検・評価～計画～修繕・更
新まで一貫して業務を支援します。

長寿命化修繕計画策定と老朽化対策工事（改築、更新）２

防災減災対策　災害復旧工事３

まちづくり技術センター

市町等

アドバイザー（有識者）、県

相　談回答・助言

依　頼助言・指導

【兵庫県内の市町管理施設数】
道路延長：24,723㎞、橋梁：約20,000橋、
トンネル：25箇所

・点検結果チェック
・健全度評価、将来予測
・管理水準によるシナリオ設定
・ライフサイクルコスト算定
・優先順位付け、事業費の平準化

橋梁点検データ

長寿命化修繕計画の策定

橋梁維持管理におけるPDCAサイクル
将来の大改修時代に備えて、対
症療法的な修繕から予防的な
修繕へと政策転換を図るための
計画。長寿命化及びライフサイ
クルコスト削減を図る。

計画に基づいて着実に修繕対
策を実施。安全で円滑な交通を
確保。

日常パトロールによる安全確認、
定期的な点検による状況把握、
異常時の安全確認。

点検や対策の実績を基にした分
析、新たな技術的知見等を取り入
れて施策の改善・見直しを図る。

Plan
長寿命化修繕計画

Act
改善・見直し

Do
修繕対策

Check
橋梁点検

点検データデータ分析

橋梁履歴データデータ活用

市町橋梁マネジメントシステム

「市町橋梁マネジメントシステム」台帳機能橋梁カルテ成果品橋梁点検データ

遠隔積算システムによる支援

千種川災害復旧事業　積算・工事監理支援

■受託実績
◇建設事業 ◇長寿命化修繕計画策定橋梁実績

26
年
度
計
画

26
年
度
計
画

②設計・積算・工事監理支援
計画策定後、補修設計への助言
や、その後の積算・工事監理を支
援します。

③データセンターとしての支援
当センターでは、市町が管理し
ている橋梁の諸元情報、点検履
歴、補修履歴等の登録機能を有し
た「市町橋梁マネジメントシステ
ム」を構築し、市町へのデータ提
供を行っています。

相談窓口受付ダイヤルイン

078-367-1228
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下水道施設の維持管理・建設支援

流域下水道施設等の維持管理

⑴ 流域下水道事業に係る維持管理

兵庫県が流域別下水道整備総合計画（大阪湾、播磨灘）の中で流域下水道事業を位置付け、整備を進め
てきた「猪名川」、「武庫川」、「加古川」及び「揖保川」の４流域６処理区における維持管理業務を兵庫県か
ら受託しています。（処理人口：約197万人、現有処理能力：約101万㎥／日）

⑵ 流域下水汚泥処理事業に係る維持管理

　阪神・播磨地区における下水汚泥の処理・処分について、兵庫東流域下水汚泥広域処理場及び兵庫西流
域下水汚泥広域処理場の維持管理業務を兵庫県から受託しています。
（現有処理能力（脱水汚泥）：約1,090t／日）

⑶ 包括的民間委託の導入

　流域下水道及び流域下水汚泥処理の運転管理業務について、コスト縮減を図るために民間事業者の創
意工夫を活かした包括的民間委託を導入しています。

加古川上流浄化センター

加古川下流浄化センター

武庫川上流浄化センター

武庫川下流浄化センター

揖保川浄化センター 兵庫西スラッジセンター 兵庫東スラッジセンター

1

①猪名川流域下水道
原田処理区は、右岸第一幹線を始め、幹線管渠
等の維持管理を行い、汚水処理は原田処理場で
行っています。

②武庫川流域下水道
ア　上流処理区は、武庫川上流浄化センター及び
三田、神戸幹線管渠等の維持管理を行い、神戸
市・西宮市・三田市の汚水処理とともに、施設等
の保守、点検、修繕等に努めています。

イ　下流処理区は武庫川下流浄化センター、南武
中継ポンプ場等及び武庫川幹線管渠等の維持
管理を行い、尼崎市・西宮市・伊丹市・宝塚市の
汚水処理とともに、施設等の保守、点検、修繕等
に努めています。

①兵庫東流域下水汚泥処理
兵庫東スラッジセンター（兵庫東流域下水汚泥
広域処理場）、送泥ポンプ場、送泥管等の維持管理
を行い、尼崎市、西宮市、芦屋市の各公共下水道及
び武庫川上流・下流流域下水道からの汚泥受け入
れとともに、施設等の保守、点検、修繕等に努めて
います。

②兵庫西流域下水汚泥処理
兵庫西スラッジセンター（兵庫西流域下水汚泥
広域処理場）、送泥ポンプ場、送泥管等の維持管理
を行い、姫路市、たつの市、太子町の各公共下水道
及び揖保川流域下水道からの汚泥受け入れととも
に、施設等の保守、点検、修繕等に努めています。

③加古川流域下水道
ア　上流処理区は、加古川上流浄化センター、王
子中継ポンプ場等及び神戸幹線管渠等の維持
管理を行い、神戸市・西脇市・加西市・三木市・小
野市・加東市の汚水処理とともに、施設等の保
守、点検、修繕等に努めています。

イ　下流処理区は、加古川下流浄化センター及び
稲美幹線管渠等の維持管理を行い、加古川市・
高砂市・稲美町・播磨町の汚水処理とともに、施
設等の保守、点検、修繕等に努めています。

④揖保川流域下水道
揖保川処理区は、揖保川浄化センター、正條中
継ポンプ場等及び揖保川幹線管渠等の維持管理
を行い、姫路市・たつの市・宍粟市・太子町の汚水
処理とともに、施設等の保守、点検、修繕等に努め
ています。

県内の流域下水処理場及び下水汚泥広域処理場
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下水道施設の維持管理・建設支援

流域下水道施設等の維持管理

⑴ 流域下水道事業に係る維持管理

兵庫県が流域別下水道整備総合計画（大阪湾、播磨灘）の中で流域下水道事業を位置付け、整備を進め
てきた「猪名川」、「武庫川」、「加古川」及び「揖保川」の４流域６処理区における維持管理業務を兵庫県か
ら受託しています。（処理人口：約197万人、現有処理能力：約101万㎥／日）

⑵ 流域下水汚泥処理事業に係る維持管理

　阪神・播磨地区における下水汚泥の処理・処分について、兵庫東流域下水汚泥広域処理場及び兵庫西流
域下水汚泥広域処理場の維持管理業務を兵庫県から受託しています。
（現有処理能力（脱水汚泥）：約1,090t／日）

⑶ 包括的民間委託の導入

　流域下水道及び流域下水汚泥処理の運転管理業務について、コスト縮減を図るために民間事業者の創
意工夫を活かした包括的民間委託を導入しています。

加古川上流浄化センター

加古川下流浄化センター

武庫川上流浄化センター

武庫川下流浄化センター

揖保川浄化センター 兵庫西スラッジセンター 兵庫東スラッジセンター

1

①猪名川流域下水道
原田処理区は、右岸第一幹線を始め、幹線管渠
等の維持管理を行い、汚水処理は原田処理場で
行っています。

②武庫川流域下水道
ア　上流処理区は、武庫川上流浄化センター及び
三田、神戸幹線管渠等の維持管理を行い、神戸
市・西宮市・三田市の汚水処理とともに、施設等
の保守、点検、修繕等に努めています。

イ　下流処理区は武庫川下流浄化センター、南武
中継ポンプ場等及び武庫川幹線管渠等の維持
管理を行い、尼崎市・西宮市・伊丹市・宝塚市の
汚水処理とともに、施設等の保守、点検、修繕等
に努めています。

①兵庫東流域下水汚泥処理
兵庫東スラッジセンター（兵庫東流域下水汚泥
広域処理場）、送泥ポンプ場、送泥管等の維持管理
を行い、尼崎市、西宮市、芦屋市の各公共下水道及
び武庫川上流・下流流域下水道からの汚泥受け入
れとともに、施設等の保守、点検、修繕等に努めて
います。

②兵庫西流域下水汚泥処理
兵庫西スラッジセンター（兵庫西流域下水汚泥
広域処理場）、送泥ポンプ場、送泥管等の維持管理
を行い、姫路市、たつの市、太子町の各公共下水道
及び揖保川流域下水道からの汚泥受け入れととも
に、施設等の保守、点検、修繕等に努めています。

③加古川流域下水道
ア　上流処理区は、加古川上流浄化センター、王
子中継ポンプ場等及び神戸幹線管渠等の維持
管理を行い、神戸市・西脇市・加西市・三木市・小
野市・加東市の汚水処理とともに、施設等の保
守、点検、修繕等に努めています。

イ　下流処理区は、加古川下流浄化センター及び
稲美幹線管渠等の維持管理を行い、加古川市・
高砂市・稲美町・播磨町の汚水処理とともに、施
設等の保守、点検、修繕等に努めています。

④揖保川流域下水道
揖保川処理区は、揖保川浄化センター、正條中
継ポンプ場等及び揖保川幹線管渠等の維持管理
を行い、姫路市・たつの市・宍粟市・太子町の汚水
処理とともに、施設等の保守、点検、修繕等に努め
ています。

県内の流域下水処理場及び下水汚泥広域処理場
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⑴ 公共下水道事業の建設・改築支援

①建設支援
下水道整備を行う上で、技術力を必要とする市町から公共下水道施設の設計、積算、工事監理を受託し、建設支
援を行っています。

公共下水道の建設・改築支援、下水道知識の普及啓発2

■下水道排水設備工事責任技術者講習の受講者数と合格者数の推移

工 事 名：管渠布設工事（中田工区第70工区）
委 託 者：淡路市
受託内容：積算・工事監理

工 事 名：管渠布設工事（中田工区第70工区）
委 託 者：淡路市
受託内容：積算・工事監理

　県内各市町との協定に基づき、下水道排水設備工
事責任技術者の技術水準の維持・向上と市町事務の
省力化を図るため、県内統一の責任技術者試験、受
験講習及び更新講習を実施します。

水質検査状況

平成26年度の試験・講習の実施予定

5,336人

706人

618人

369人

373人

5,550人※

平成21年度実績

平成22年度実績

平成23年度実績

平成24年度実績

平成25年度実績

平成26年度計画

182人

119人

131人

109人

104人

約120人

214人

67人

100人

88人

77人

－　

更新講習 平成26年７月８・15・17・29・31日、８月７・26日
県内各地域（神戸市、姫路市、丹波市、豊岡市、淡路市）

受験講習
試　　験

平成26年10月予定
平成26年11月予定

※平成26年度の更新講習受講者数は対象者数。

②改築支援
　社会生活に重大な影響を及ぼす下水道施設の
事故等を未然に防止するため、限られた財源の
中、ライフサイクルコストの最小化の観点を踏ま
えた「長寿命化計画の策定」と「計画的な改築」を
支援します。
　平成25年度以降は、下水道施設の改築・更新に
国費を導入するためには、予防保全的な管理を行
うとともに、「下水道長寿命化計画」に基づくもの
に限定されることになります。
　当センターでは、長寿命化計画の策定から改
築・更新工事の設計・積算・工事監理まで一貫して
支援します。

⑵ 計画的・効率的維持管理への支援
①下水道と関連事業の連携強化に関する支援

下水道、農業集落排水施設、浄化槽等の汚水処
理施設のより一層の効率的、適正な整備を進める
ため、市町の関連部局の連携による「処理場統廃
合計画」の策定や、下水道と他の汚水処理施設の
共同処理施設等を整備する「汚水処理施設共同整
備事業」を受託するなどの支援を行っています。
　

②水質分析支援

各市等の水質汚泥検査業務を受託し、一括発注
による共同水質検査を行うことにより、経費節
減、維持管理業務の広域化、共同化等の支援を
行っています。

⑶ 下水道知識の普及啓発
　日常生活を支える重要な施設である下水道へ
の理解を深めていただくことを目的として、浄
化センター見学会を開催し、下水道施設のPR、
下水道の役割、効果等について説明しています。
　またリーフレット等を作成し、地域住民、行
政機関等へ配布するとともに、啓発ビデオの上
映を行っています。
　平成26年度は、4月及び夏休み期間中に、浄
化センターの施設見学会を開催するとともに、
社会科授業の一環として小学生の見学会や、中
学生の「トライやる・ウィーク」、地域住民を対
象とした施設見学会を実施いたします。

排水設備技術者資格試験３

市 町

改築・更新工事の実施

供用開始

「長寿命化計画」
対象施設の選定

｢長寿命化計画｣
策定支援

まちづくり
技術センター

調査・診断方法の作成
基礎・詳細調査実施

調査判定項目の設定
基礎・詳細調査実施

維持修繕 診断
(健全度判定)

対策の検討
（LCC評価）
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（LCC評価）

更新 長寿命化

「下水道長寿命化計画」
申請 長寿命化計画の策定
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⑴ 公共下水道事業の建設・改築支援

①建設支援
下水道整備を行う上で、技術力を必要とする市町から公共下水道施設の設計、積算、工事監理を受託し、建設支
援を行っています。

公共下水道の建設・改築支援、下水道知識の普及啓発2

■下水道排水設備工事責任技術者講習の受講者数と合格者数の推移

工 事 名：管渠布設工事（中田工区第70工区）
委 託 者：淡路市
受託内容：積算・工事監理

工 事 名：管渠布設工事（中田工区第70工区）
委 託 者：淡路市
受託内容：積算・工事監理

　県内各市町との協定に基づき、下水道排水設備工
事責任技術者の技術水準の維持・向上と市町事務の
省力化を図るため、県内統一の責任技術者試験、受
験講習及び更新講習を実施します。

水質検査状況

平成26年度の試験・講習の実施予定

5,336人

706人

618人

369人

373人

5,550人※

平成21年度実績

平成22年度実績

平成23年度実績

平成24年度実績

平成25年度実績

平成26年度計画

182人

119人

131人

109人

104人

約120人

214人

67人

100人

88人

77人

－　

更新講習 平成26年７月８・15・17・29・31日、８月７・26日
県内各地域（神戸市、姫路市、丹波市、豊岡市、淡路市）

受験講習
試　　験

平成26年10月予定
平成26年11月予定

※平成26年度の更新講習受講者数は対象者数。

②改築支援
　社会生活に重大な影響を及ぼす下水道施設の
事故等を未然に防止するため、限られた財源の
中、ライフサイクルコストの最小化の観点を踏ま
えた「長寿命化計画の策定」と「計画的な改築」を
支援します。
　平成25年度以降は、下水道施設の改築・更新に
国費を導入するためには、予防保全的な管理を行
うとともに、「下水道長寿命化計画」に基づくもの
に限定されることになります。
　当センターでは、長寿命化計画の策定から改
築・更新工事の設計・積算・工事監理まで一貫して
支援します。

⑵ 計画的・効率的維持管理への支援
①下水道と関連事業の連携強化に関する支援

下水道、農業集落排水施設、浄化槽等の汚水処
理施設のより一層の効率的、適正な整備を進める
ため、市町の関連部局の連携による「処理場統廃
合計画」の策定や、下水道と他の汚水処理施設の
共同処理施設等を整備する「汚水処理施設共同整
備事業」を受託するなどの支援を行っています。
　

②水質分析支援

各市等の水質汚泥検査業務を受託し、一括発注
による共同水質検査を行うことにより、経費節
減、維持管理業務の広域化、共同化等の支援を
行っています。

⑶ 下水道知識の普及啓発
　日常生活を支える重要な施設である下水道へ
の理解を深めていただくことを目的として、浄
化センター見学会を開催し、下水道施設のPR、
下水道の役割、効果等について説明しています。
　またリーフレット等を作成し、地域住民、行
政機関等へ配布するとともに、啓発ビデオの上
映を行っています。
　平成26年度は、4月及び夏休み期間中に、浄
化センターの施設見学会を開催するとともに、
社会科授業の一環として小学生の見学会や、中
学生の「トライやる・ウィーク」、地域住民を対
象とした施設見学会を実施いたします。

排水設備技術者資格試験３

市 町

改築・更新工事の実施

供用開始

「長寿命化計画」
対象施設の選定

｢長寿命化計画｣
策定支援

まちづくり
技術センター

調査・診断方法の作成
基礎・詳細調査実施

調査判定項目の設定
基礎・詳細調査実施
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(健全度判定)

対策の検討
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更新 長寿命化
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○市町まちづくり推進調査支援制度
　まちづくり技術センターでは、土地区画整理事業等市街地
整備事業の円滑な事業化の推進や、都市計画制度（規制・誘導）
による良好なまちづくりの実現を支援することを目的に、「市
町まちづくり推進調査支援制度」を設けています。
　まちづくり基本構想や事業化検討の調査を市町からの要請
を受け、市町と役割を分担し、調査を実施します。
※支援にあたっては、センター内で審査を行います。
　制度活用にあたっては、市町の費用負担は生じません。
　別途パンフレットを用意していますので、ご参照ください。

地区周辺を含めた
「まちの将来像」
について、広い視
点から検討を行い
ます。

地元や関係機関と
の協議を行い、事
業計画案の検討・
作成を行います。

換地となる新しい
土地の位置などを
定めるため、換地
設計の作成を行い
ます。

仮換地指定に基づ
いて、移転・工事
を行います。

新しい地番等の登
記を行い、清算金
の徴収交付の後、
組合を解散します。

仮
換
地
指
定

　
移
転
・
工
事
の
実
施

調 査 要 望

調 査 決 定

調 査 報 告

まちづくり
技術センター

相　談市　町 住　民

ま ち づ く り の 推 進

調 査 実 施 協議・調整・資料作成・勉強会

都市計画及び土地区画整理事業の調査、計画1

総合的に土地区画整理事業を支援

住民との合意形成

整備された街並み

⑴ 市町まちづくり推進調査支援
市町のまちづくり行政を広く支援するた
め、センターの自主事業である「市町まちづ
くり推進調査支援制度」により、市町と役割
分担を行い様々なまちづくりの事業化に向け
た取り組みを支援します。

⑵ 都市計画への支援
都市の健全な発展と秩序ある整備を目的と
する市町都市計画マスタープランや地区計
画及び市街化調整区域の土地利用計画な
ど、各種都市計画に関する図書の作成を受
託します。

また、社会資本整備総合交付金の活用を図
るため、都市再生整備計画の作成を通して個
性あるまちづくりを支援します。

事業化検討説明会 換地設計役員会

中播都市計画事業  飾磨拠点土地区画整理事業（姫路市）

■ 施工前  ■ 施工後  

都市計画

調査・計画

事業管理

換地

（百万円）
300

250

200

150
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50

0
平
成
26
年
度
計
画

平
成
25
年
度

平
成
24
年
度

平
成
23
年
度

平
成
22
年
度

平
成
21
年
度

◇ 土地区画整理事業等
■受託実績

土地区画整理・景観づくり支援土地区画整理・景観づくり支援

⑶ 土地区画整理事業への支援
市町及び土地区画整理組合等が行う土地区
画整理事業を総合的にサポートするため、事
業化に向けた調査・計画及び事業認可図書作
成、土地の権利変換を行う換地設計、換地計
画及び換地処分、事業運営支援として工事関
連図書作成及び運営事務補助等を行います。

また、円滑な土地区画整理事業の推進のた
め、市町及び土地区画整理組合等の行う説明
会・勉強会に出席し、住民意向の反映や合意
形成を促進するとともに、県・市町の関係部
局との協議調整を支援します。

整備後の状況
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○市町まちづくり推進調査支援制度
　まちづくり技術センターでは、土地区画整理事業等市街地
整備事業の円滑な事業化の推進や、都市計画制度（規制・誘導）
による良好なまちづくりの実現を支援することを目的に、「市
町まちづくり推進調査支援制度」を設けています。
　まちづくり基本構想や事業化検討の調査を市町からの要請
を受け、市町と役割を分担し、調査を実施します。
※支援にあたっては、センター内で審査を行います。
　制度活用にあたっては、市町の費用負担は生じません。
　別途パンフレットを用意していますので、ご参照ください。

地区周辺を含めた
「まちの将来像」
について、広い視
点から検討を行い
ます。

地元や関係機関と
の協議を行い、事
業計画案の検討・
作成を行います。

換地となる新しい
土地の位置などを
定めるため、換地
設計の作成を行い
ます。

仮換地指定に基づ
いて、移転・工事
を行います。

新しい地番等の登
記を行い、清算金
の徴収交付の後、
組合を解散します。

仮
換
地
指
定

　
移
転
・
工
事
の
実
施

調 査 要 望

調 査 決 定

調 査 報 告

まちづくり
技術センター

相　談市　町 住　民

ま ち づ く り の 推 進

調 査 実 施 協議・調整・資料作成・勉強会

都市計画及び土地区画整理事業の調査、計画1

総合的に土地区画整理事業を支援

住民との合意形成

整備された街並み

⑴ 市町まちづくり推進調査支援
市町のまちづくり行政を広く支援するた
め、センターの自主事業である「市町まちづ
くり推進調査支援制度」により、市町と役割
分担を行い様々なまちづくりの事業化に向け
た取り組みを支援します。

⑵ 都市計画への支援
都市の健全な発展と秩序ある整備を目的と
する市町都市計画マスタープランや地区計
画及び市街化調整区域の土地利用計画な
ど、各種都市計画に関する図書の作成を受
託します。

また、社会資本整備総合交付金の活用を図
るため、都市再生整備計画の作成を通して個
性あるまちづくりを支援します。

事業化検討説明会 換地設計役員会

中播都市計画事業  飾磨拠点土地区画整理事業（姫路市）

■ 施工前  ■ 施工後  

都市計画

調査・計画

事業管理

換地

（百万円）
300

250

200

150

100

50

0
平
成
26
年
度
計
画

平
成
25
年
度

平
成
24
年
度

平
成
23
年
度

平
成
22
年
度

平
成
21
年
度

◇ 土地区画整理事業等
■受託実績

土地区画整理・景観づくり支援土地区画整理・景観づくり支援

⑶ 土地区画整理事業への支援
市町及び土地区画整理組合等が行う土地区
画整理事業を総合的にサポートするため、事
業化に向けた調査・計画及び事業認可図書作
成、土地の権利変換を行う換地設計、換地計
画及び換地処分、事業運営支援として工事関
連図書作成及び運営事務補助等を行います。

また、円滑な土地区画整理事業の推進のた
め、市町及び土地区画整理組合等の行う説明
会・勉強会に出席し、住民意向の反映や合意
形成を促進するとともに、県・市町の関係部
局との協議調整を支援します。

整備後の状況
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15 CTC業務案内2014 CTC業務案内2014

震災被災地への専門家派遣、活動助成２

地区住民による地区計画提案（山手幹線沿道芦屋市区間）

修景助成、修景支援、景観形成等活動助成３

支援金額（千円）
35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

まちづくりアドバイザー派遣

まちづくりコンサルタント派遣

まちづくり活動助成

支援金額（千円）

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

まちづくりコンサルチーム派遣

まちづくりアドバイザー派遣

支援金額（千円）
45,000
40,000
35,000
30,000
25,000
20,000
15,000
10,000
5,000

0

景観支障建築物等助成

修景助成

修景支援

活動助成

修景助成による外観整備の事例

修景支援事業
（景観まちづくりアドバイザー派遣）

景観まちづくり現地視察セミナー

景観まちづくり交流会
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⑴ 復興まちづくり支援事業

阪神・淡路大震災被災地で復興まちづくりに
取り組む住民活動の支援を行います。

①まちづくりアドバイザー派遣
復興まちづくりに取り組もうとする地区の住民

団体が行う勉強会等にまちづくりの専門家を派遣

②まちづくりコンサルタント派遣
復興まちづくり計画（まちづくり構想、地区計
画住民案等）を立案しようとする地区にまちづく
りコンサルタントを派遣

③まちづくり活動助成
復興まちづくりに取り組むまちづくり協議会
等の活動に係る経費を助成

⑴ 景観形成支援事業
①修景助成事業
景観形成地区等の建築物等の景観形成に資する
外観の整備に要する費用の一部を助成
●歴史的景観形成建築物等修景助成
●一般建築物等修景助成
●重要建築物等修景助成　ほか

②修景支援事業
景観形成地区等での修景相談、地区住民団体によ

る景観形成推進活動等の指導や地区または通りや
街区などの景観整備計画の立案等に専門家を派遣
●景観まちづくりアドバイザー派遣
　（修景相談、景観まちづくり活動指導）
●景観まちづくりコンサルタント派遣
　（景観まちづくり計画等の策定支援）

③景観形成等活動助成事業
地区住民団体や景観形成等推進員による景観形
成等推進活動にかかる経費の一部を助成
●景観まちづくり活動助成
●景観形成等推進員活動助成

④景観支障建築物等助成事業
景観形成地区等で管理不全な状態のため周辺の

良好な景観を阻害している物件の除去または改修
費の一部を助成

⑵ 普及啓発・人材育成

①普及啓発等による推進支援
●景観まちづくりに取り組む住民団体や行政・専
門家等との情報交換「ひょうご景観まちづくり
交流会」の開催
●まちづくり専門家と市町担当者向けの研修会
「景観まちづくり現地視察セミナー」「景観まち
づくり専門家派遣報告会」の開催

②まちづくり専門家バンクの運営
●まちづくりコンサルタントの登録
●景観アドバイザーの登録

⑵ 東日本大震災に係るひょうごまちづくり専門家派遣事業

東日本大震災の被災地において住民による復興まちづくりの取り組みを支援するため、阪神・淡路大
震災でまちづくり協議会等が取り組むまちづくりを支援した経験を持つコンサルタント等をまちづく
り専門家として派遣します。

①ひょうごまちづくり専門家バンク設置・登録事業
阪神・淡路大震災において、被災住民主体の復

興まちづくりの取り組みをまちづくりの専門家
として支援した経験を持つ者を登録し、以下の事
業で派遣します。
また被災地からの派遣希望等に活用できるよう、

インターネットで登録内容を公開しています。
　●現在（H26.3）53名の専門家を登録しています。

②ひょうごまちづくりコンサルチーム派遣事業
ひょうごまちづくり専門家バンクの専門家ら

によりチームを構成し、被災地住民等の集会へ出
向き阪神・淡路大震災での復興まちづくりのノウ
ハウや教訓を伝え、住民主体のまちづくりの気運
の醸成を図ります。

③ひょうごまちづくりアドバイザー派遣事業
まちづくり協議会等を立上げ、住民主体により
復興まちづくりに取り組もうとする被災地の住
民団体等にひょうごまちづくり専門家バンクか
ら専門家を派遣し、阪神・淡路大震災での経験・教
訓を活かしてまちづくりの取り組みのアドバイ
スを行います。

アドバイザー派遣状況
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震災被災地への専門家派遣、活動助成２

地区住民による地区計画提案（山手幹線沿道芦屋市区間）

修景助成、修景支援、景観形成等活動助成３

支援金額（千円）
35,000

30,000

25,000
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15,000

10,000

5,000

0

まちづくりアドバイザー派遣

まちづくりコンサルタント派遣

まちづくり活動助成

支援金額（千円）
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15,000
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5,000

0

まちづくりコンサルチーム派遣

まちづくりアドバイザー派遣

支援金額（千円）
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0

景観支障建築物等助成

修景助成

修景支援

活動助成

修景助成による外観整備の事例

修景支援事業
（景観まちづくりアドバイザー派遣）

景観まちづくり現地視察セミナー

景観まちづくり交流会
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⑴ 復興まちづくり支援事業

阪神・淡路大震災被災地で復興まちづくりに
取り組む住民活動の支援を行います。

①まちづくりアドバイザー派遣
復興まちづくりに取り組もうとする地区の住民

団体が行う勉強会等にまちづくりの専門家を派遣

②まちづくりコンサルタント派遣
復興まちづくり計画（まちづくり構想、地区計
画住民案等）を立案しようとする地区にまちづく
りコンサルタントを派遣

③まちづくり活動助成
復興まちづくりに取り組むまちづくり協議会
等の活動に係る経費を助成

⑴ 景観形成支援事業
①修景助成事業
景観形成地区等の建築物等の景観形成に資する
外観の整備に要する費用の一部を助成
●歴史的景観形成建築物等修景助成
●一般建築物等修景助成
●重要建築物等修景助成　ほか

②修景支援事業
景観形成地区等での修景相談、地区住民団体によ

る景観形成推進活動等の指導や地区または通りや
街区などの景観整備計画の立案等に専門家を派遣
●景観まちづくりアドバイザー派遣
　（修景相談、景観まちづくり活動指導）
●景観まちづくりコンサルタント派遣
　（景観まちづくり計画等の策定支援）

③景観形成等活動助成事業
地区住民団体や景観形成等推進員による景観形
成等推進活動にかかる経費の一部を助成
●景観まちづくり活動助成
●景観形成等推進員活動助成

④景観支障建築物等助成事業
景観形成地区等で管理不全な状態のため周辺の

良好な景観を阻害している物件の除去または改修
費の一部を助成

⑵ 普及啓発・人材育成

①普及啓発等による推進支援
●景観まちづくりに取り組む住民団体や行政・専
門家等との情報交換「ひょうご景観まちづくり
交流会」の開催
●まちづくり専門家と市町担当者向けの研修会
「景観まちづくり現地視察セミナー」「景観まち
づくり専門家派遣報告会」の開催

②まちづくり専門家バンクの運営
●まちづくりコンサルタントの登録
●景観アドバイザーの登録

⑵ 東日本大震災に係るひょうごまちづくり専門家派遣事業

東日本大震災の被災地において住民による復興まちづくりの取り組みを支援するため、阪神・淡路大
震災でまちづくり協議会等が取り組むまちづくりを支援した経験を持つコンサルタント等をまちづく
り専門家として派遣します。

①ひょうごまちづくり専門家バンク設置・登録事業
阪神・淡路大震災において、被災住民主体の復

興まちづくりの取り組みをまちづくりの専門家
として支援した経験を持つ者を登録し、以下の事
業で派遣します。
また被災地からの派遣希望等に活用できるよう、

インターネットで登録内容を公開しています。
　●現在（H26.3）53名の専門家を登録しています。

②ひょうごまちづくりコンサルチーム派遣事業
ひょうごまちづくり専門家バンクの専門家ら

によりチームを構成し、被災地住民等の集会へ出
向き阪神・淡路大震災での復興まちづくりのノウ
ハウや教訓を伝え、住民主体のまちづくりの気運
の醸成を図ります。

③ひょうごまちづくりアドバイザー派遣事業
まちづくり協議会等を立上げ、住民主体により
復興まちづくりに取り組もうとする被災地の住
民団体等にひょうごまちづくり専門家バンクか
ら専門家を派遣し、阪神・淡路大震災での経験・教
訓を活かしてまちづくりの取り組みのアドバイ
スを行います。

アドバイザー派遣状況
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④発掘調査報告書の作成
図面や写真等を編集して、発掘調査の記録や成果を報告書にまとめます。

③保存処理
金属器や木器には、錆落とし
や樹脂含浸等の理化学処理を行
います。

②実測・トレース
出土品の形や特徴を観察して正
確な図面を作成し（実測）、印刷
用に清書します。（トレース）

①接合・復元
壊れた状態で出土した土器等の
破片をつなぎ合わせ（接合）、本
来の形に戻します。（復元）

　埋蔵文化財調査の成果は、多くの機会を設け
て、広く県民に公開しています。

①発掘作業の現場では、現地説明会を開催し、発掘
現場を体感する機会を提供しています。

②埋蔵文化財情報誌「ひょうごの遺跡」を発行し、
最新の発掘調査成果を発信しています。

③年度末に発掘調査速報会を開催して、最新の発掘
調査成果を発表しています。

　また、兵庫県立考古博物館と連携して各種イベ
ント、展示講演会等を開催し、発掘調査作業や出
土品整理作業の一端を紹介したり、講演会等の講
師を務めたりして、埋蔵文化財調査への理解が深
まるよう取り組んでいます。

　本発掘調査は、やり直しのきかない作業であり、細心の注意を払って行い、人力と機械を使い分けて効
率よく実施します。

　開発事業により現状保存ができない遺跡について、県教育委員会より発掘調査を受託し、文化財の保存
と活用を図り、開発との調和に取り組んでいます。

①機械掘削
土質の変化に注意しながら土器等の遺物が含ま
れる土層まで大型機械で掘削します。

③発掘調査の記録
発掘調査の成果を記録として残すため、遺構や遺物
の状況を写真に撮影したり、測量や実測等を行って記
録を残します。調査範囲全体の平面図の作成にはヘリ

②人力掘削
機械掘削の後、遺物が多く含まれる土層を人力
により掘り下げ、土器等の遺物を取り上げます。

開発に伴う発掘調査1

埋蔵文化財調査埋蔵文化財調査

遺構の調査
（尼ヶ宮古墳群／豊岡市）

写真撮影
（西垣古墳群／豊岡市）

多田銀銅山の調査　２号坑道（中央）と選鉱施設（左右）
（猪渕谷坑道群間歩谷支群／猪名川町）

機械掘削
（豆腐町遺跡／姫路市）

人力掘削
（南構遺跡／豊岡市）

埋蔵文化財調査の流れ

出土品整理2

埋蔵文化財の公開と活用3

　発掘作業で出土した出土品（遺物）には、土
器・石器・金属器・木器など多種多様なものがあ
ります。これらは、長い年月、土中に埋まってい
たために劣化し、形状を維持できない状態になっ
ています。

接合・復元 遺物実測 保存処理

編集作業 発掘調査報告書遺物写真撮影

イベント「考古博であそぼう」現地説明会（対田清水谷古墳群）

埋蔵文化財情報誌
「ひょうごの遺跡」

発掘調査報告会

兵庫県教育委員会（考古博物館）が実施

埋蔵文化財調査部（まちづくり技術センター）が受託・実施

連絡調整 分布調査 確認調査 本発掘調査

＜確認調査＞
埋蔵文化財の範囲・性格・内容等を把握するための部分
的な発掘調査

＜本発掘調査＞
埋蔵文化財が損壊あるいは影響を受ける範囲について記
録保存を行うための発掘調査

出土品整理・保存処理・報告書作成

　そのため出土品は復元し、保存処理を施したの
ち、発掘調査成果をとりまとめた「発掘調査報告
書」を作成します。

コプター等で撮影した空中写真を使った測量も採り
入れています。
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①積算共同利用システム
積算業務の効率化・コスト縮減等を図るた
め、県・市町等が共同で利用する「兵庫県積算
共同利用システム」の運営・維持管理を行うと
ともに、必要となる積算基準データの作成・提
供を行っています。
また、県・市町等職員を対象とした積算共
同利用システムの操作研修や、市町からの積
算に関する技術的相談への対応等、県・市町
等の積算技術向上を支援する取り組みを
行っています。

②社会基盤施設総合管理システム
社会基盤施設の計画的、効率的な維持管理
や施設の老朽化対策を支援するため、兵庫県
が運営している「社会基盤施設総合管理シス
テム」に施設台帳や点検結果、位置情報を登
録するとともに、登録データの更新を行って
います。
また、システム操作に関する問合せへの対
応等、システム利用者の支援も行っています。

③新技術・新工法活用システム等
兵庫県が施行している『新技術・新工法活
用システム』における受付、登録、データ
ベース運営を行い、ホームページや技術発
表会等を通じて建設技術情報の発信を行っ
ています。
県、市町が活用する建設技術に関するデー
タベースサイトである兵庫県県土整備部
ポータルサイト「匠」の適切な維持管理を行
い行政の効率的な執行を支援します。

⑵ 調査研究等の推進
県の施策に関連する調査研究、新たな技術
基準、マニュアル作成等のほか、委員会、協
議会等の運営を含めた調査研究業務を支援し
ます。

⑶ 技術顧問制度等による技術支援
県、市町等からの建設技術やまちづくりに
関する相談に対し、センターが有する技術力
や情報を活かしながら、適切な回答や助言を
行うほか、８名の学識者からなるセンター技
術顧問に専門的な指導や助言を受けます。

技術の拠点・技術者育成技術の拠点・技術者育成

● 防災エキスパートの
　 登録状況
（平成26年３月末現在）

災害発生時

施設管理者の要請
に基づく活動

防災・減災活動
（助成金申請を行う場合）
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活
動
経
費
助
成

（公財）兵庫県まちづくり技術センター
（兵庫県防災エキスパート事務局）

防災エキスパート

施設管理者
【県民局（土木事務所等）・市町】

※施設管理者の要請に基づき活動を依頼します。

地域、自主防災組織など

派遣要請の手続き平成21年台風9号での防災エキスパート活動状況

1 技術情報の管理、提供

⑷ 技術情報誌の発行
社会基盤整備事業の紹介や建設、まちづく
り、下水道等に関する技術情報を提供するセン
ター機関誌「CON-TECHひょうご」を年２回
発行し、県・市町の職員に配布しています。
とりわけ、整備手法や整備後の利活用等に
特色のある事業を紹介していくことに重点を
おき、県・市町が行う新規事業の参考となる
ことを目標としています。

⑸ 技術図書の発行
建設技術及び公共工事の契約に関する図書
を発行・販売しています。
また、これら発行図書の改訂情報は当セン
ターのホームページに随時掲載しています。

⑹ 情報セキュリティ対策
当センターでは、保有する情報資産を様々
な脅威から保護し、高い信頼性を確保するた
め、「情報セキュリティ対策指針」や、その
「運用規則」を定め、情報セキュリティ対策
に取り組んでいます。

2
災害時には、道路や河川など公共土木施設
の被害状況等を迅速、的確に把握することが
重要です。このため、大災害に備え、公共土
木施設の整備や維持管理に長年携わってこら
れた県や市町職員のOBが、そのノウハウを活
かしボランティアとして活動する「兵庫県防
災エキスパート登録制度」を、当センターが
事務局となって運営しています。
災害発生時、公共土木施設の管理者から事
務局に活動要請をしていただければ、エキス
パートへの活動依頼をはじめ派遣日時の調整
などを行い、復旧活動を積極的に支援します。

防災エキスパート活動支援

平　　　時

● 販売図書
土木請負工事必携
土木工事共通仕様書
土木工事施工管理基準

小型構造物標準図集

土木設計業務等委託必携

兵庫の地質

（平成 19 年 10 月）
（平成 19 年 10 月）
（平成 19 年 10 月）

（平成 25 年 12 月）

（平成 22 年 ９月）

（平成 ９年 ３月）

まちづくり技術センター

まちづくり技術センター

技術顧問

県・市町等

相　談回答・助言
（原則無料）

助言・指導 依　頼

まちづくり技術センター

・システム保守管理
・システム障害対応
・積算基準データ管理

データ登録・
更新施設データ

データの活用

社会基盤施設総合
管理システム

土木事務所等

積算共同利用
システム利用
【LGWAN・
兵庫情報ハイウェイ】

・積算システムに関する
　問合せ対応
・技術的相談への対応
・積算システム
　操作研修

積算システム
（民間 IDC）
積算システム
（民間 IDC）

県・市町　等県・市町　等

⑴ 積算共同利用システム、社会基盤施設総合管理システムの運営等

県
361人

市町等
30人

394人

国 3人
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ベース運営を行い、ホームページや技術発
表会等を通じて建設技術情報の発信を行っ
ています。
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⑶ 技術顧問制度等による技術支援
県、市町等からの建設技術やまちづくりに
関する相談に対し、センターが有する技術力
や情報を活かしながら、適切な回答や助言を
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※施設管理者の要請に基づき活動を依頼します。

地域、自主防災組織など

派遣要請の手続き平成21年台風9号での防災エキスパート活動状況

1 技術情報の管理、提供

⑷ 技術情報誌の発行
社会基盤整備事業の紹介や建設、まちづく
り、下水道等に関する技術情報を提供するセン
ター機関誌「CON-TECHひょうご」を年２回
発行し、県・市町の職員に配布しています。
とりわけ、整備手法や整備後の利活用等に
特色のある事業を紹介していくことに重点を
おき、県・市町が行う新規事業の参考となる
ことを目標としています。

⑸ 技術図書の発行
建設技術及び公共工事の契約に関する図書
を発行・販売しています。
また、これら発行図書の改訂情報は当セン
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当センターでは、保有する情報資産を様々
な脅威から保護し、高い信頼性を確保するた
め、「情報セキュリティ対策指針」や、その
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防災エキスパート活動支援
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土木工事共通仕様書
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兵庫の地質
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（平成 19 年 10 月）
（平成 19 年 10 月）

（平成 25 年 12 月）

（平成 22 年 ９月）

（平成 ９年 ３月）

まちづくり技術センター

まちづくり技術センター

技術顧問

県・市町等

相　談回答・助言
（原則無料）

助言・指導 依　頼

まちづくり技術センター

・システム保守管理
・システム障害対応
・積算基準データ管理

データ登録・
更新施設データ

データの活用

社会基盤施設総合
管理システム

土木事務所等

積算共同利用
システム利用
【LGWAN・
兵庫情報ハイウェイ】

・積算システムに関する
　問合せ対応
・技術的相談への対応
・積算システム
　操作研修

積算システム
（民間 IDC）
積算システム
（民間 IDC）

県・市町　等県・市町　等

⑴ 積算共同利用システム、社会基盤施設総合管理システムの運営等

県
361人

市町等
30人

394人

国 3人
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②まちづくり担当職員研修

①建設技術研修
〔講習会〕

現場研修（徳久トンネル）

県（土木職）

県（建築職等）

市町（建設）

（人）
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■階層別研修

建設基礎研修

災害復旧実務研修

現場監督実務研修

体験型現場研修

実務経験が３年以内の職員
積算、工事監督など、職務上の基礎知識の修得

災害復旧の実務経験が概ね5年以内の職員
査定設計表の作成～模擬査定などの実務演習

実務経験の浅い職員
工事監督の留意点等の現場実習による基礎知識の修得

実務経験が10年程度の職員
現場監督員との意見交換による体験型現場研修

採用職員研修

フォローアップ研修

中級技術職員研修

主任技術職員研修

５級技術職員研修

係長・課長研修

再任用職員研修Ⅰ

再任用職員研修Ⅱ

平成26年度採用職員
新任技術職員としての基礎知識を修得

平成26年度採用職員
災害復旧に係る測量～設計～積算の実務演習
採用後概ね６年以上（あるいは28才以上）を経過した職員
福祉のまちづくりにおける専門知識の修得
平成26年度主任昇格者
課題解決能力を養う事例研究
５級職員
施策課題に関するグループ討議
平成26年度係長・課長昇格者
監督職としての見識と管理能力の向上
平成26年度再任用職員
積算システム演習中心のIT実務能力の向上
平成26年度再任用職員
工事検査、占用及び許認可に関する実務能力の向上

平成26年度採用職員（職種転換者）
行政職技術職員としての基礎知識の修得

採用職員研修
（職種転換者対象）

市町（まちづくり）

市町（建設）

県（土木職）

（人）
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■専門分野別研修

災害復旧

河川

鋼橋

地盤調査（構造物設計）

下水道

コンクリート構造物の
施工と維持管理

土木施設の災害発生時の応急対応及び災害復旧事業等の
採択に向けた調査・設計等、災害査定に必要な基本知識

〔演習コース〕

As舗装修繕・設計

道路計画

支持力計算

交差点計画

構造物設計

地盤調査・試験

仮設構造物設計

As舗装の設計と維持修繕

道路計画の手順と線形計画・縦横断計画

土質定数の考え方と支持力計算

平面交差の計画と設計

擁壁の安定計算と断面計算の手順

地質調査、土質試験等の演習

土留工の計画と施工、自立式土留工の設計演習

土地区画整理研修 土地区画整理事業の基礎知識の修得

まちづくり研修 まちづくりに関する知識の修得

下水道長寿命化計画策定や適正な維持管理について
の基礎知識

コンクリート構造物の長寿命化を図るための施工と
維持管理の基礎知識

河川行政に求められる実務能力の向上

構造物設計に必要な地盤調査計画、調査結果の評価
とそのポイント

鋼橋の施工及び維持修繕の基礎知識

3
⑴ 階層別研修

県・市町職員の資質の向上を図るため、それぞれの階層に見合ったテーマで研修を実施します。

①県〔県土整備部〕技術職員（土木職）研修

②市町建設事業担当職員研修

⑵ 専門分野別研修
分野ごとの専門知識を修得できる技術講習会を、県・市町の職員を対象に実施します。

技術公務員の階層別、専門分野別研修

フォローアップ研修（土木職）

建設基礎研修

現場監督実務研修

⑶ 橋梁簡易点検講習会
橋梁に関する損傷の早期発見、補修の必要性等計画的な維持
管理に必要な点検技術を修得するため、県・市町職員を対象と
した橋梁簡易点検講習会を実施します。

⑷ 現場研修
県内の先進的な建設現場を視察し、各現場での取り組みを
学ぶ場として、県・市町の実務担当職員を対象に現場研修会
を実施します。

橋梁簡易点検講習会

地盤調査・試験演習 

道路計画演習

As舗装修繕・設計演習
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①建設技術研修
〔講習会〕
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災害復旧実務研修

現場監督実務研修

体験型現場研修

実務経験が３年以内の職員
積算、工事監督など、職務上の基礎知識の修得

災害復旧の実務経験が概ね5年以内の職員
査定設計表の作成～模擬査定などの実務演習

実務経験の浅い職員
工事監督の留意点等の現場実習による基礎知識の修得

実務経験が10年程度の職員
現場監督員との意見交換による体験型現場研修
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フォローアップ研修

中級技術職員研修

主任技術職員研修

５級技術職員研修

係長・課長研修

再任用職員研修Ⅰ

再任用職員研修Ⅱ

平成26年度採用職員
新任技術職員としての基礎知識を修得

平成26年度採用職員
災害復旧に係る測量～設計～積算の実務演習
採用後概ね６年以上（あるいは28才以上）を経過した職員
福祉のまちづくりにおける専門知識の修得
平成26年度主任昇格者
課題解決能力を養う事例研究
５級職員
施策課題に関するグループ討議
平成26年度係長・課長昇格者
監督職としての見識と管理能力の向上
平成26年度再任用職員
積算システム演習中心のIT実務能力の向上
平成26年度再任用職員
工事検査、占用及び許認可に関する実務能力の向上

平成26年度採用職員（職種転換者）
行政職技術職員としての基礎知識の修得
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コンクリート構造物の
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土木施設の災害発生時の応急対応及び災害復旧事業等の
採択に向けた調査・設計等、災害査定に必要な基本知識
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支持力計算
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地盤調査・試験
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道路計画の手順と線形計画・縦横断計画

土質定数の考え方と支持力計算

平面交差の計画と設計

擁壁の安定計算と断面計算の手順

地質調査、土質試験等の演習

土留工の計画と施工、自立式土留工の設計演習

土地区画整理研修 土地区画整理事業の基礎知識の修得

まちづくり研修 まちづくりに関する知識の修得

下水道長寿命化計画策定や適正な維持管理について
の基礎知識

コンクリート構造物の長寿命化を図るための施工と
維持管理の基礎知識

河川行政に求められる実務能力の向上

構造物設計に必要な地盤調査計画、調査結果の評価
とそのポイント

鋼橋の施工及び維持修繕の基礎知識
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⑴ 階層別研修

県・市町職員の資質の向上を図るため、それぞれの階層に見合ったテーマで研修を実施します。

①県〔県土整備部〕技術職員（土木職）研修

②市町建設事業担当職員研修

⑵ 専門分野別研修
分野ごとの専門知識を修得できる技術講習会を、県・市町の職員を対象に実施します。

技術公務員の階層別、専門分野別研修

フォローアップ研修（土木職）

建設基礎研修

現場監督実務研修

⑶ 橋梁簡易点検講習会
橋梁に関する損傷の早期発見、補修の必要性等計画的な維持
管理に必要な点検技術を修得するため、県・市町職員を対象と
した橋梁簡易点検講習会を実施します。
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県内の先進的な建設現場を視察し、各現場での取り組みを
学ぶ場として、県・市町の実務担当職員を対象に現場研修会
を実施します。
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